
（様式1－補正予算）

（予算）

番号 総務部秘書財政課

議案名

補正額

歳入歳出総額

歳入 （単位：千円）

担当課 予算科目 内　　　　　容

福祉課 国庫支出金 350 民生費 350 補装具費負担金
（国庫負担金） (68,756 → 69,106）

福祉課 国庫支出金 1,879 民生費 1,879
（国庫補助金）

(33,916 → 35,795）

福祉課 府支出金 175 民生費 175 補装具費負担金
（府負担金） (34,404 → 34,579）

こども課 府支出金 145 民生費 145 新子育て支援交付金
（府補助金） (24,230 → 24,375）

総務政策課 府支出金 534 総務費 534 参議院議員通常選挙委託金
（府委託金） (10,171 → 10,705）

秘書財政課 繰入金 △ 82,081 △ 82,081

秘書財政課 繰入金 3,850 3,850

自治防災課 諸収入 1,561 消防費 1,561 消防団員退職報償金
（雑入） (3,656 → 5,217)

11,600 衛生費 11,600

4,300 消防費 4,300

計 △ 57,687 △ 57,687

障害者自立支援給付支払等システム改修補助
金

村債秘書財政課

議案第３７号 担当

　令和７年度千早赤阪村一般会計補正予算（第３号）

　令和７年度千早赤阪村一般会計補正予算（第３号）の概要は、次のとおりです。

予算規模
　　　　　　５千７６８万７千円の減額

　　　４５億５千３７１万４千円

補正額 左の充当先科目

（財政調整基金繰入
金）

（森林環境譲与税基
金繰入金）

水道事業一般会計出資債
(69,100 → 80,700)

全国瞬時警報システム新型受信機更新事業
(4,700 → 9,000)

財政調整基金繰入金
(398,844 → 316,763)

森林環境譲与税基金繰入金
(14,483 → 18,333)
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歳出
（単位：千円）

担当課 予算科目・事業名 内　　　　　容

2給 △ 11,756 一財 △ 21,014

職員人件費 3職 △ 5,985

4共 △ 3,273

1報 11,855

3職 5,373 一財 18,977

4共 1,944

8旅 △ 195

2総　1総　4財 11役 15 一財 15

（5,171→5,186）

2総　1総　7企 8旅 188 一財 193

政策推進費 18負 5

（18,048→18,241）

2総　1総　8電 11役 △ 1,925 一財 △ 75,469

12委 △ 61,664

13使 △ 11,880

（255,617→180,148）

2総　2徴　1税 22償 2,000 一財 2,000

村税還付事業費

（2,100→4,100）

2総　4選　7参 1報 70 府費 534

選挙事務費 7報 150

（6,650→7,184） 13使 314

3民　1社　1社 12委 3,760 国庫 1,879

障害福祉関係事業費 一財 1,881

（12,485→16,245）

3民　1社　1社 19扶 700 国庫 350

補装具費 府費 175

（964→1,664） 一財 175

3民　1社　8人 8旅 △ 4 一財 △ 4

人権啓発事業費

（5,976→5,972）

3民　2児　1児 10需 95 府費 145

児童福祉関係事業費 17備 51 一財 1

（3,606→3,752）

3民　2児　3児 14工 3,072 一財 3,072

（1,836→4,908）

4衛　1保　1保 10需 115 一財 173

11役 58

（10,809→10,982）

4衛　1保　1保 27繰 2,026 一財 2,026

（29,094→31,120）

4衛　1保　2予 12委 △ 823 一財 △ 823

（18,192→17,369）

国民健康保険特別会計
（施設勘定）繰出金

その他財産維持管理費

旅費条例改正に伴う減

令和7年4月人事異動及び旅費の費用弁償に伴
う増減

秘書財政課

令和7年4月人事異動に伴う減

総務政策課

住民課

秘書財政課

会計年度任用職員人件
費

税務課

HPV単独検査法導入を保守範囲内での対応変更
に伴う減

保健センターのトイレ水洗の修繕及び水銀血
圧計等の処分にかかる増

健康課 保健センター管理事業
費

こども課新設に伴う消耗品等の増

診療所の備品処分及び機器購入に伴う繰出金
の増

小吹台第4ちびっこ広場下の石積みの隙間を埋
める安全対策工事実施に伴う増

健康課 健康増進法関連保健事
業費

過誤納還付金の発生に伴う増

こども課

秘書財政課

認定こども園、げんきこども園の保険料の増

総務政策課

総務政策課

全国過疎地域連盟会への負担金の増額及び万
博に関する旅費、旅費条例改正に伴う過疎対
策担当職員研修会にかかる旅費の増

標準化移行時期変更に伴う減

補正額 左の財源内訳

総務政策課

報酬基準額の改正、選挙公報の配布方法の変
更及び参議院選挙で使用する投票用紙計数機
の賃貸借による増

こども課

住民情報系ネットワー
ク運用事業費

ちびっこ老人憩いの広
場維持管理費

福祉課

福祉課

障害福祉サービス等報酬改定に係るサービス
コード修正に伴うシステム改修の増

電動車いすなどの請求に伴う不足額の増



5農　1農　1農 8旅 △ 38 一財 △ 38

（2,268→2,230）

5農　1農　1農 8旅 △ 9 一財 △ 9

（1,340→1,331）

6商　1商　3観 8旅 △ 3 一財 △ 3

観光振興費

（2,169→2,166）

7土　1土　1土 10需 154 一財 154

地域公共交通事業費

（96,009→96,163）

7土　3都　1都 12委 1,000 一財 1,000

都市計画事業費

（86→1,086）

8消　1消　2非 7報 1,779 諸収入 1,561

消防団事業費 一財 218

（15,452→17,231）

8消　1消　4災 7報 4,334 地方債 4,300

災害対策費 一財 34

（26,871→31,205）

9教　1教　1教 4共 10 一財 10

特別職給与

9教　5保　3学 10需 800 一財 800

（60,739→61,539）

計 △ 57,687

2総　1総　4財 　　　⇒　2款 総務費　1項 総務管理費　4目 財産管理費

3民　1社　8人 　　　⇒　3款 民生費　1項 社会福祉費　8目 人権啓発費

3民　1社　1社 　　　⇒  3款 民生費　1項 社会福祉費　1目 社会福祉総務費

3民　2児　3児       ⇒  3款 民生費　2項 児童福祉費　3目 児童福祉施設費

2総　1総　7企 　　　⇒　2款 総務費　1項 総務管理費　7目 企画管理費

2総　1総　8電 　　　⇒　2款 総務費　1項 総務管理費　8目 電子計算費

△ 57,687

令和7年度共済負担金率変更に伴う増秘書財政課

公共交通利用助成事業に係るサービス券の増
刷による増

農業委員会事務局事務
費

8消　1消　2非　 　　⇒　8款 消防費　1項 消防費　　　2目 非常備消防費

9教　5保　3学 　　　⇒　9款 教育費　5項 保健体育費　3目 学校給食費

4衛　1保　1保 　　　⇒　4款 衛生費　1項 保健衛生費　1目 保健衛生総務費

4衛　1保　2予 　　　⇒　4款 衛生費　1項 保健衛生費　2目 予防費

6商　1商　3観 　　　⇒　6款 商工費　1項 商工費　　　3目 観光費

8消　1消　4災　 　　⇒　8款 消防費　1項 消防費　　　4目 災害対策費

9教　1教　1教　 　　⇒　9款 教育費　1項 教育総務費　1目 教育委員会費

農林環境課

3民　2児　1児　　　 ⇒  3款 民生費　2項 児童福祉費　1目 児童福祉総務費

2総　4選　7参 　　　⇒　2款 総務費　4項 選挙費　　　7目 参議院議員選挙費

自治防災課

7土　1土　1土 　　　⇒　7款 土木費　1項 土木管理費　1目 土木総務費

5農　1農　1農 　　　⇒　5款 農林水産業費　1項 農業費　1目 農業委員会費

総務政策課

都市整備課

旅費条例改正に伴う減

7土　3都　1都 　　　⇒  7款 土木費　3項 都市計画費　1目 都市計画総務費

2総　2徴　1税 　　　⇒　2款 総務費　2項 徴税費　　　1目 税務総務費

全国瞬時警報システム新型受信機器の更新に
かかる増

消防団員退職による退職報奨金及び退職功労
金支給による増

自治防災課

都市計画マスタープラン策定業務にかかる増

給食センター設備の故障件数増加に伴う増

旅費条例改正に伴う減

旅費条例改正に伴う減農林環境課
農業委員会運営事務費

農林環境課

給食センター管理運営
事業費

教育課



債務負担行為補正

追加 （単位：千円）

担当課 事項 内　　　　　容

17,162

70,000

15,950

1,397

変更 （単位：千円）

担当課 事項 内　　　　　容

118,800

（単位：千円）

担当課 事項 内　　　　　容

118,800

標準化システム用
ハードウェア及び周
辺機器等使用料

令和７年度から
令和12年度まで

秘書企画課
標準化システム導入に係るハードウェア及び
周辺機器等使用に伴う費用

令和８年度から
令和９年度まで

令和８年度から
令和12年度まで

令和８年度から
令和13年度まで

期間 限度額

補　　　　　　正　　　　　　前

例規システム更新事
業

総務政策課 例規システム更新に伴う費用

総務政策課 旧千早小プール管理棟撤去に伴う負担金
大阪広域水道企業団
負担金

補　　　　　　正　　　　　　後

期間 限度額

総務政策課 標準化移行時期変更に伴うもの
標準化システム用
ハードウェア及び周
辺機器等使用料

令和８年度から
令和13年度まで

脱酸素装置リース料

令和８年度

期間 限度額

教育課 脱酸素装置リースに伴う費用

総務政策課 基幹業務システム標準化移行業務に伴う費用
基幹業務システム標
準化移行業務


